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２．中心市街地の位置及び区域 

 

[１] 位置 

位置設定の考え方 

本市は、神奈川県西部に位置し、戦国時代から江戸時代にかけて、現在の小田原駅周辺である小田原

城や東海道を中心に繁栄した。 

明治後期から大正中期にかけては、国府津・湯本間に馬車鉄道、のちに電気鉄道、小田原・熱海間に

人車鉄道、軽便鉄道が開通し、鉄道の要衝として栄えた。大正 9（1920）年に熱海線が国府津から小田

原まで通じ、さらに昭和 9（1934）年に丹那トンネルが開通して熱海線が東海道本線になると、小田原

は交通の要衝として脚光を浴びるようになった。現在、小田原

駅にはＪＲ東海道本線、ＪＲ東海道新幹線、小田急線小田原線、

箱根登山鉄道、伊豆箱根鉄道大雄山線の 5 路線が乗り入れ、近

隣県市町への交通の結節点となっている。 

このような背景から、小田原駅周辺は、小田原の中心として

都市づくりの歴史・文化と都市機能の集積を持つとともに、広

域交流拠点として多くの人が行き交う中で都市成長を続けてき

た地域であり、今後も、小田原市の都市基盤を担う地域である

ことから、この地域を本市の中心市街地に位置付ける。 

なお、『小田原市都市計画マスタープラン』（平成 23年 3月）においては、小田原駅周辺を広域交流拠

点として位置付け、県境を越えた都市づくりを念頭に置きながら、県際の交流拠点にふさわしい商業・

業務の集積地として、高度利用の促進と駅前広場など、公共空間の再整備や確保により快適な市街地形

成の再編を図ることとしている。 

（位置図） 

 

小田原駅 
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[２] 区域 

区域設定の考え方 

■区域についての考え方 

中心市街地の区域は、概ね次の視点に基づき、次の「区域の境界となる部分」及び区域図のとおり、

約 170ha とする。 

【視点①】交通機能の集積している区域 

鉄道 5 路線が乗り入れ、多くのバス路線も発着している小田原駅や、東西を走る国道 1 号など、交通

機能が集積している区域であることから、交流人口の増加や回遊性の向上につながると考えられる。 

【視点②】商業・都市機能が集積している区域 

城下町・宿場町として栄えた歴史や小田原駅に商業的な発展を遂げてきた背景から、すでに一定程度

の商業・都市機能が集積している区域であり、これらの活用、再生を図ることで、来街者や居住者の

増加につながると考えられる。 

【視点③】商業・都市機能の集積や街なか居住を進める区域 

新たな商業・都市機能の集積や街なか居住を進めることが、その活性化に大きく寄与すると考えられ

る区域で、中心市街地活性化に係る事業を総合的かつ一体的に進めることにつながると考えられる。 

 

■区域（大字） 

栄町一～三丁目、浜町三丁目、本町一～四丁目、城内、南町一～四丁目、城山一（一部）・二（一部）

丁目 

 

■区域の境界となる部分 

・北側：ＪＲ東海道本線、小田原駅西口北側（城山一丁目（一部）） 

・東側：市道 0015、浜町三丁目 

・南側：海岸線 

・西側：早川、南町四丁目 

（区域図） 

 

 

 

小田原城址公園 

小田原駅 
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[３] 中心市街地要件に適合していることの説明 

要 件 説 明 

第 1号要件 

当該市街地に、相当数

の小売商業者が集積

し、及び都市機能が相

当程度集積しており、

その存在している市

町村の中心としての

役割を果たしている

市街地であること 

■商業機能の集積 

・中心市街地の商業の事業所数は、減少傾向にあるものの、市全体の事業所うち

約 30%が集積（平成 19（2007）年）しているのをはじめ、従業者数や年間商品

販売額、売場面積もいずれも市全体の 20%前後を占めていることから、地域経

済における中心的な役割を担っている。 

 

 市全体 中心市街地 占有率 

事業所数 2,460 事業所 746事業所 30.3% 

従業者数 18,455人 4,409 人 23.9% 

年間商品販売額 42,887,354万円 7,938,601万円 18.5% 

売場面積 245,769㎡ 58,544㎡ 23.8% 

（資料：平成 19 年商業統計） 

 

■業務機能の集積 

・すべての業種の市全体の事業所のうち、約 20%が中心市街地の集積し、約 24%

の従業員が働いていることから、業務機能の面においても、地域経済における

中心的な役割を担っている。 

 

 市全体 中心市街地 占有率 

事業所数 8,991 事業所 2,168 事業所 24.1% 

従業者数 93,492人 18,664人 20.0% 

（資料：平成 21 年経済センサス基礎調査） 

 

■都市機能の集積 

・中心市街地の中心には、鉄道 5 路線が乗り入れ、1 日に約 9.4 万人が利用（乗

降）する小田原駅が存在している。 

・中心市街地には、公共職業安定所、地方裁判所支部、公証役場、消防署、郵便

局、社会福祉センター、スポーツ会館、市民会館、市立図書館、郷土文化館、

市民活動サポートセンター、起業家支援センターなど、多数の公共公益施設の

ほか、一定規模以上の複数の病院や小学校、高校、大学も立地しており、都市

機能においても中心的な役割を果たしている。 

・また、区域に隣接する行政拠点エリアにも、市役所、市立病院、生涯学習セン

ター本館、県政総合センター、税務署、警察署などの公共公益施設の集積が図

られている。 

 

■広い交流圏の中心地 

・市内には 18 の鉄道駅があり、小田原駅は 5 路線が乗り入れる一大ターミナル

駅となっている。 
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要 件 説 明 

・1日の小田原駅利用者（乗車人数）は約 9.4万人（平成 22（2010）年度）で、

市内の各地域や近隣市町をはじめとした通勤・通学者、あるいは東京・横浜方

面からの観光客を有する中心地である。 

 

＜総括＞ 

中心市街地の区域は、商業・業務機能、都市機能が限られた範囲に高密度で集

積し、また、小田原駅を中心に交流拠点としてもさまざまな都市活動が展開され

ている。 

このように、本市では中心市街地を中心に商圏や通勤・通学圏が形成されてい

るほか、本市ばかりでなく、県西地域の市町においても経済的、社会的に中心的

な役割を担っている地域となっている。 

 

第 2号要件 

当該市街地の土地利

用及び商業活動の状

況等からみて、機能的

な都市活動の確保又

は経済活力の維持に

支障を生じ、又は生ず

るおそれがあると認

められる市街地であ

ること 

■商業機能の低下 

・昭和 63（1988）年と平成 19（2007）年の売場面積を比較すると、31.4%減少し

ている。市全体では 41.9%増加していることから、中心市街地の落込みが激し

いことを表している。 

・平成 10（1998）年 8 月のクレディセゾン志澤店（7,599 ㎡）、平成 11（1999）

年 1月の丸井電器館（1,486 ㎡）、平成 13（2001）年 10月の丸井小田原店（6,469

㎡）の撤退により販売活動ではない空間として利用されるようになったり、平

成 19（2007）年 6月のアミーおだちかの閉店により地下街が未利用のままにな

っていたりしていることが、売場面積の減少に影響を与えている。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・昭和 63（1988）年と平成 19（2007）年をそれぞれ比較すると、中心市街地と

市全体の事業所数はいずれも 28%前後の減少であるものの、商品販売額は市全

体が 21.1%の減少であるのに対して中心市街地が 49.2%の減少、従業員数は市

全体が 4.6%の減少であるのに対して中心市街地が 28.3%の減少となっており、

中心市街地における経済効果や雇用創出が落ち込んでいる。 

売場面積の推移（資料：商業統計） 
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要 件 説 明 
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従業員数の推移（資料：商業統計） 

事業所数の推移（資料：商業統計） 
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年間商品販売額の推移（資料：商業統計） 
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要 件 説 明 

■業務機能の低下 

・すべての業種の事業所数について、昭和 61（1986）年と平成 21（2009）年を

比較すると、中心市街地は 22.3%減少している。市全体では 11.1%しか減少し

ていないことから、中心市街地の落込みが激しいことを表している。市全体の

事業所のうち、中心市街地の事業所が占める割合も、昭和 61（1986）年が 27.6%

だったのに対し、平成 21（2009）年は 24.1%に減少しており、同様の傾向がう

かがえる。 

・すべての業種の従業者数について、昭和 61（1986）年と平成 21（2009）年を

比較すると、中心市街地は 12.3%減少している一方で、市全体では 2.5%増加し

ている。また、ピーク時である平成 8（1996）年と比較すると、中心市街地は

24.9%の減少、市全体は 10.7%の減少となっている。市全体の従業者のうち、中

心市街地の従業者が占める割合も、昭和 61（1986）年が 23.3%だったのに対し、

平成 21（2009）年は 20.0%に減少しており、中心市街地における経済活力の低

下を表している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

全業種の事業所数の推移 

（資料：S61～H18 は事業所・企業統計調査、H21は経済センサス基礎調査） 

全業種の従業者数の推移 

（資料：S61～H18 は事業所・企業統計調査、H21は経済センサス基礎調査） 

10,108 

10,411 10,445 

9,700 

8,634 
8,991 

2,791 2,764 2,729 
2,400 

2,214 2,168 

0

2,000

4,000

6,000

8,000

10,000

12,000

S61 H3 H8 H13 H18 H21

（単位：事業所） 

市全体 

中心市街地 

91,247 

100,912 

104,668 

95,333 

87,613 
93,492 

21,290 22,205 

24,838 

19,693 18,562 18,664 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

100,000

120,000

S61 H3 H8 H13 H18 H21

（単位：人） 

市全体 

中心市街地 



２．中心市街地の位置及び区域 

- 46 - 

要 件 説 明 

■空き店舗の増加 

・平成 15（2003）年度から中心市街地の商店街において実態調査を実施している

が、空き店舗数は平成 23（2011）年度までにほぼ倍増しており、増加傾向にあ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■未利用地・低利用地の増加 

・中心市街地において、未利用、あるいは低利用となっている土地の面積は、平

成 3（1991）年は 55,804 ㎡であったのに対し、平成 24（2012）年には 140,440

㎡にまで増加の一途をたどっており、2.5倍以上の増加となっている。 
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中心市街地における空店舗数の推移 

（資料：小田原市中心市街地商店街実態調査） 

中心市街地における更地（宅地）及び雑種地の推移 

（資料：小田原市資産税課（各年 1月 1日現在）） 
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要 件 説 明 

■歩行者通行量の減少 

・平成 23（2011）年の歩行者通行量は約 6.2万人で、ピークである平成元（1989）

年の約 16.2 万人と比べて約 10 万人、60%以上減少している。 

・駅からの距離と歩行者通行量の相関関係については、調査地点の通りの形状な

どにもよるが、概ね、小田原駅から離れるほど通行者数が少なくなっている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地の主要商店街の合計流動客数の推移（資料：小田原駅周辺主要商店街流動客調査） 
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中心市街地の主要商店街の流動客数の比較（資料：小田原駅周辺主要商店街流動客調査） 

6,636  

20,495  

9,558  

14,016  

29,486  

6,234  

4,654  

20,403  

23,761  

6,021  
7,659  

3,870  

5,475  

1,718  1,824  
4,669  

5,843  
4,771  

5,432  

14,847  

2,406  1,990  

4,060  

6,420  

2,738  2,467  2,263  
2,817  

720  680  
0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

30,000

（単位：人） 

【近】← 小田原駅からの概ねの距離 →【遠】 

H1 

H23 



２．中心市街地の位置及び区域 

- 48 - 

要 件 説 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■人口の減少 

・本市の人口は平成 12（2000）年にピークを迎え、それ以後減少しているが、中

心市街地については、昭和 30 年代半ばにピークを迎えた後、平成に入ってか

らも緩やかに減少を続けている。 

・中心市街地の人口は、中長期的には減少傾向にあるものの、近年は増加、横ば

いの傾向にある。これは、マンション需要の高まりと高度地区（建築物の絶対

高さの制限）の都市計画決定（平成 17 年 6 月告示、平成 18 年 10 月施行）に

伴う加速化があるものと推察される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市全体と中心市街地の人口の推移 

（資料：小田原市統計月報（各年 10月 1 日現在）） 

中心市街地の主要商店街の流動客数イメージ 

（資料：平成 23 年小田原駅周辺主要商店街流

動客調査） 
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要 件 説 明 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜総括＞ 

ここ数年は一部でやや回復傾向が見られる部分もあるものの、全体的かつ中長

期的には中心市街地のさまざまな集積が低下し、衰退傾向にあり、市全体の経済

活力が低下してきていることから、機能的な都市活動の確保や経済活力の推進に

支障を生ずるおそれがある。  

これ以上の衰退に歯止めをかけ、再びにぎわいと活力ある中心市街地とするた

めに喫緊の対応が求められている。 

 

第 3号要件 

当該市街地における

都市機能の増進及び

経済活力の向上と総

合的かつ一体的に推

進することが、当該市

街地の存在する市町

村及びその周辺の地

域の発展にとって有

効かつ適切であると

認められること 

■広い商圏を持つ市街地 

・小田原駅周辺の集客強度をみると、県西地域 2市 8町の住民が小田原駅周辺を

利用する割合は、平成 8（1995）年で約 89%、平成 13（2001）年で約 54%と、

高い商圏の吸引力がみられる 

・小田原駅周辺地域の一次商圏（集客強度 30%以上）は、県西地域 2 市 8 町（小

田原市、南足柄市、中井町、大井町、松田町、山北町、開成町、箱根町、真鶴

町、湯河原町）及び二宮町の 11 市町となっており、県西地域の中心となって

いる。 

 

－ 小田原駅周辺の集客強度の推移 － 

 平成 8年 平成 13年 

県西地域 2市 8町の集客強度 89.1% 54.4% 

集客が見られる市町村数 17 24 

 集客強度 10%未満 6 9 

 10%～30％ 0 6 

 30%～50％ 1 4 

 50%～ 10 5 

（資料：神奈川県消費行動調査） 

中心市街地の年齢区分別人口の推移 

（資料：国勢調査） 

1,611 1,211 1,113 1,124 1,164 

8,012 
7,210 6,551 6,536 6,716 

2,370 2,485 2,634 2,822 2,971 
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H2 H7 H12 H17 H22

（単位：人） 

65 歳以上 

15～64 歳 

15 歳未満 

H22年齢区分別人口の割合 

（資料：平成 22 年国勢調査） 

25,357 1,164 

125,796 
6,716 

46,471 
2,971 
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■第５次小田原市総合計画『おだわらＴＲＹプラン』（平成 23年 3月）における

位置付け 

・将来都市像の実現にあたり、貢献度や波及効果が大きく期待できる施策群を未

来への投資（先導的施策）として位置付けることで、基本計画全体を先導し、

各施策を有機的に連携させながら事業を進めるとしている。 

・その先導的施策のひとつとして「都市の顔をつくる」があり、消費拠点として

の商業地、中心市街地における都市機能の適正配置を進め、民間活力が発揮さ

れた取組を促すことで、交流と回遊が活発に行われるにぎわいのある中心市街

地をつくるとしている。 

※計画期間：平成 23（2011）年度～平成 34（2022）年度 

 

■『小田原市都市計画マスタープラン』（平成 23年 3月）における考え方 

・都市機能の集積や都市の魅力づくりの主要な展開として広域交流拠点を位置付

けている。 

・小田原駅周辺、小田原城周辺及び旧東海道沿線（歴史・文化拠点）を広域交流

拠点とし、歴史的、文化的資源の活用による回遊性の向上、都市環境の向上や

街なか居住促進による中心市街地の再生を図るとともに、長い歴史を持つ小田

原の特性を活かしたまちづくりを進め、魅力ある市街地形成を図ることとして

いる。 

※計画期間：平成 23（2011）年度～平成 34（2022）年度 

 

■小田原の歴史とともにインフラがストックされてきた地域 

・明治・大正期に鉄道が開通して以降、小田原市、ひいては神奈川県西部地域の

インフラは、小田原駅周辺を中心に整備されてきた。 

・現在 5路線が乗り入れる小田原駅の整備や、公共職業安定所、地方裁判所支部、

小田原駅周辺の一次商圏（資料：神奈川県消費行動調査） 

山北町 

開成町 

大井町 

松田町 

中井町 

真鶴町 

箱根町 

湯河原町 

南足柄市 

小田原市 
二宮町 

● 
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郵便局本局など、都市が機能していくために必要なインフラが、長い歴史の中

で築かれてきている。 

 

＜総括＞ 

本市、さらには神奈川県西部地域の中心として、当該市街地の都市機能の増進

及び経済活力の向上と総合的かつ一体的に推進することが、本市のみならず近隣

市町居住者のニーズを満たすことにつながり、また、広域交流拠点機能をより発

揮することにつながる。 

これらのことから、本市及び近隣県市町の発展にとって、当該市街地の活性化

が不可欠であると言える。 

 


